     極密      大甲溪電源開發問題資料

                       （封面有酒井印章，原藏農經教室）

                         企畫部企畫課 編

         例言

  一、大甲溪電源開發問題は本府の工業化計畫並電源開發計畫に極めて重要なる地位を占むるのみならず國防產業の發展と密接不可分の關連を有し且臺灣電力株式會社の死命を制するに定る重大なる意義を有するものを以て關係者の完全なる理解と協力を得るの要あるに鑑み茲に關係資料を編み配付す。

  二、本資料は軍の機密に關する事項少なからざるを以て取あつかい上特に留意せられ度用濟みの上は企畫部に返卻方要求することあるものとす。
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電力問題に關する海軍よりの照會摘要

昭和十四年四月七日

                           海軍省軍務局長 

台灣總督府

        泊交通局總長殿

     台灣に於ける海軍所要電力の件照會

昭和十四度以降台灣高雄及新竹に於て海軍所要豫定の電力左記の通に有之候條右御含みの上之が供給實現方是非御手配相煩度

     記      （定時電力  單位 キロワット）

	  年  度
	  軍港用
	高級液体燃料製造用
	仝 副產物製造用
	  合  計

	  十四年
	   1000
	
	
	   1000

	  十五年
	   5000
	
	
	   5000

	  十六年
	   5000
	
	
	   5000

	  十七年
	  30000
	  35000
	  10000
	  75000

	  備  考
	17年以降同斷
	
	
	


昭和十四年五月二十六日

                          海軍省軍務局長 

台灣總督府總務長官殿

   台灣に於ける海軍所要電力に關する件照會

首題の件に關しては本年四月台灣總督府交通局總長宛並に台海機密第二四三號を以て台北在勤海軍武官より照會致置候處諸計畫實行に伴ひ若干所要電力に相違を來し目下の處左記の通に有之候條電力確保に關し可然御取計相成度

     記

一、高雄方面に於ける海軍用施設に要するもの
                          （現施設及工事用を含む）

    年   度

昭和十七 年度    15450「キロ」

昭和十八 年度    17600「キロ」

昭和十九 年度    14000「キロ」

昭和二十 年度    16000「キロ」

昭和二一年度     18000「キロ」

昭和二二年度     20000「キロ」

昭和二三年度     22000「キロ」

目下の處昭和二十三年度以降增加の計畫なし
二、新竹方面

天然瓦斯を利用する高級航空燃料製造に關し日本礦業をして海軍の技術に依り計畫せしめつつあり
本件は昭和十五年度以降の物動計畫に織こみ十七年度完成を目途とし折角努力中にして本裝置に要する電力は45000「キロ」の見こみなり本計畫實行と併行して電力の供給に關し配慮あり度       （終）
                。          。                    

台海機密第九0三號

  昭和十四年十月二十六日

                    台北在勤海軍武官 

台灣總督府總務長官殿

   台灣天然瓦斯資源確保に關する件照會

台灣天然瓦斯に關しては從來之が高級燃料化に就き海軍の技術指導のもとに日本礦業株式會社に於て銳意研究中に有之候處最近極めて優秀なる成果を得近く工場建設の
運と相成可に就ては右工場の成果を得次第台灣の天然

瓦斯を一元的に統和し全額高級燃料の製造に充備致度海軍中央當局の意響に有之候條本件の國策的重要性に鑑み天然がすは當分の間一切他に利用の口約等を與へられざり樣特に御配慮相成度（終）

                。          。                    

台海機密第九五二號

  昭和十四年十一月十二日

                    台北在勤海軍武官 

台灣總督府總務長官殿

   台灣天然瓦斯利用に關する件照會

首題に關しては曩に台海機密第九0三號を以て照會致置候處今般首題天然瓦斯を利用し高級燃料製造を目途とし海軍中央當局の斡旋により日本礦業、日本石油、日本窒素及台灣電力をつて新會社を設立せしめ先日本礦業のがすにより一萬千瓦（KW）工場を建設し引續き電力供給の目途つき次第日本石油の瓦斯により二萬千瓦（KW）工場を建設せしむることとし各社の同意を得たる趣に有之候新會社は前記三萬千瓦（KW）計畫と併行し余剩水素を利用しと十萬千瓦（KW）程度の硫安を副產することと可相成候（此場合資本金約五千萬圓の見こみ）就に本計畫に要する電力及資材の確保並資金關係に關し左記諸項可然御配慮相成度

             記

一、電力

（）一萬千瓦（原千瓦改立千kl）工場に對する所要電力  三萬キロ  十五年度初迄
（）二萬KW工場對（原千瓦改立千kl）  (          六萬キロ  

（）副產硫安用                                  一萬キロ
（）合計電力                                    十萬キロ 

二、資材

差當り一萬千瓦工場に對する資材は海軍側にて物動計畫に計上し其他に關しては後刻協議可致增加電力用資材勞力は貴府側にて御考慮相成度 

三、資金

新會社に對する台灣電力の出資に關しては本件の緊急重要性に鑑み特に御高配相成度          

                                    （終）

                。          。                    

台海機密第一0一五號

  昭和十四年十二月九日

                    台北在勤海軍武官 

台灣總督府總務長官殿

  天然がす利用工業の所要電力に關する件照會

首題の件に關しては曩に台海機密第九五二號を以て其概略所要量申入置候處所要時期別電力量等に關しては概ね左記の通に有之候條可然御手相煩度   

        記

所要時期                  所要電力       

昭和十六年四月            30000 キロ           

昭和十七年四月            30000 キロ
昭和十八年四月            40000 キロ
                                      （終）

                。          。                    

昭和十五年六月十五日

                    西村事務官 

    齊藤部長代理殿

企秘東第五六三號
  大甲溪發電計畫に關する件
首題の件に關しては總督閣下御在京中海軍首腦部（大臣次官、航空本部長、軍務局長、軍需局長）の間に於て海軍に於けるいそおくたんの需要性に付考究の結果本年度に於て實現（尚約六け月試驗期間を要するもの）する旨決定せられたるに由り一應資材確保は確定濟のものに付電力料金其の他の問題に付ては後日の解決に委するを適當と認め放置し置きたる處本月十四日軍需局二課長より來訪を求められたるを以て海軍省を往訪軍需局長二課長同座の上海軍の意向を聽取せる處台電副社長の企畫院を訪問せる際の話に依り若干行違を生じ企畫院真山調查官（生擴總務班海軍中佐）より企畫院の意見として計畫實施に時日を要する樣ならば大甲溪（四千KW）資材本年度は返還せられたしとの要求ありたる旨傳達あり海軍としても現在台電の提示し若る料金（一錢一厘以上）にては到底計畫實現し得ざる故に料金值下に付總督府としての斡旋方の要望を受けたり可して若し今の儘にては計畫放棄の止むなしとする態度を示し尚資材確保に對する首腦部のみの決定を鶙吞にし居る總督府及台電の態度に含む所ある模樣に見受けられ其の態度強硬なるもの有之候依て本官は二、三日の猶豫を求め辭去せしも本日再度海軍省を訪問總督大臣の會見に於て一度決定せるものを事務的行違に依り挫折せしむるは遺憾なり且國策上真に緊要なりとせば料金抵下に付ても充分考慮致すべく本府に於ても總務長官を主摧者とし關係部局長より成る會議開摧の用意ある旨を告げ同時に海軍の計畫內容に付ても今後當府として之が對策を講ずるに必要なるに付軍機に亙らざる程度に於て數字的內容承知致度く尚海軍よりも現地調查に關し係官巡遣せられ度旨併せて要望し一應は資材を督府分として留保せられ度と要請せる處海軍省內部としても軍務局方面にては從來の經緯に鑑み電力開發を中

止するは不可との意見もある模樣にて結局本官の申出ら認め本日海軍大臣企畫院總裁に面會の上本計畫を實施す
べき旨宣明する事となりたり就ては本官歸任後へいて長官に報告御指示相仰ぎたきも本件屬問題を若延せる事件に付本府に於ても豫め充分なる措置に付考慮致し置かれ度

右一應經過報告候也

進而海軍よりは軍需局第二課長渡邊大佐小官の歸台と前後して渡台のはずなり尚本報告長官に供閱せられ度為念申添候也

                。          。                    

台海機密第一二五九號

  昭和十五年十二月十七日

                    台北在勤海軍武官 

台灣總督府總務長官殿

  天然瓦斯利用工業所要電力に關する件照會

首題の件に關しては曩に昭和十四年十二月九日附台海機密第一0一五號により昭和十六年四月より30000KWの要する旨照會致置候處其の後時局の進展及情の  變化により資材の關係上電力開發工事の見透しつかざる狀況と相成候に就ては首題工業の企業化も延期の已むなきに立至りたる旨中央より通牒有之候條御諒知相成度

追而企業化の見透しつき次第更めて協議可致候

本件に關し西村企畫部長より海軍武官府へ海軍の真意を質したる處海軍は當初申入れの十六年四月より電力を需要する工事を延期したるに過ぎず企業計畫自体は拋棄するものに非る旨言明せり（註）

       （本段註文是手寫，相信是酒井筆蹟）

軍務四機密第三八四號の二

  昭和十四年十二月十六日

                    海軍省  軍務局長 

台灣總督府 交通局總長殿

    台灣に於ける海軍所要電力に關する件  回答

交遞電第三五一號御照會首題の件左記の通に有之候

                  記

一、年次別需要電力變更の有無有らば其の內容

軍務四機密第七二號照會中新竹方面の天然瓦斯を利用する高級航空燃料製造は昭和十六年より著手の預定にして所要電力は左記の通

     昭和十六年四月より            30000キロ           

     昭和十七年四月より            60000キロ
     昭和十八年四月より           100000キロ
     本件は昭和十七年度より45000キロ（更に昭和十九年度より
     45000キロ計90000キロの要望を台電に內示しあり）の要望

     を操上げ旦增加したるものなる。

二、年次別尖頭負荷キロワット
    年次別需要電力に對し概ね30％增加（推定）

三、年次別力率

    各年次概ね80％（推定）

四、年次別負荷率

    各年次概ね60％（推定）

五、受電地點詳細

    變電所の位置其の他は台北在勤海軍武官と連絡の上現地に於

    て決定相成度

六、將來の擴張計畫

  目下不詳なるも天然瓦斯の產出增加に伴ひ高級航空燃料製造を企圖しありて之が實現の場合は左記の電力を必要とす
昭和十九  年四月より            130000キロ       

昭和二十  年四月より            160000キロ       

昭和二十一年四月より            200000キロ       

昭和二十二年四月より            230000キロ 

昭和二十三年四月より            260000キロ 

昭和二十四年四月より            300000キロ      

七、其の他設備に付て特に指定の事項      

    特になし
追て高雄に於ける日本「あるみ」の「あるみにゅ－む」12000「とん」及花蓮港に於ける8000「とん」其の他台灣に於ける「あるみにゅ－む」「まくねしぅむ」製造會社に就ては夫夫關係會社より將來計畫と共に所要電力に付貴局宛申請せられありと認むるに付之等の電力確保並に將來進出を豫想さ、事業會社及海軍施設實現に伴下請工業に對する余剩電力の計上等に關し特に配慮相成度。 （終）

   注：原件「軍務四機密第三八四號の二」重複

官房機密第一六七號

  昭和十六年一月十日

                 海軍次官  豐田貞次郎 

台灣總督      長谷川  清殿

  台灣に於ける電力開發に關する意見の件參考の為送付

貴管下に於ける電力開發に關しては海軍は航空燃料製造及國防施設運營の見地より深甚なる關心を有し別紙  長嶺海軍機關中佐意見の如きは極めて有力なる參考資料と認め切に速なる實現を希望するものに有之候條御參考の為め送付致候

           （別紙  添）       （終）

昭和十五年十月十日 吳工廠電氣部  長嶺部員

台灣に於ける電力開發問題に關する意見

台灣に於ける電力開發が合理的に遂行せらるや否やは海軍にとり致命的の問題なりと認むその理由並に對策概ね左記の通

           記

一、理由

    海軍として台灣の電力開發に關心す可き事由はにあり第一は合成航空燃料關係にして第二は下要地を中心とする海軍施設關係なり。

（い）合成航空燃料關係

    合成航空燃料關係に於ける企業必須の方法には
   （A）全島に豐富なり天然瓦斯を電氣分解に依り處理する方法

   （B）全島に豐富なる石灰石を利用し移入石炭（例へば樺太炭）又は一部本島產炭を瓦斯と骸炭とに分ち、瓦斯は電氣分解法に依り骸炭は「カ-バイト」法に依り處理する方法

   （C）（A）と（B）とを並用する方法にして「か-ばいと」法は主として豐水時を利用する方法

  右の三法ありて最も經濟的なるは（C）方なりと認めらる而して「イソオクタン」年產一萬噸當りの常用電力は瓦斯分解法に依る時約24000KW「カ-バイト」法に依る時約30000KWを必要とす、近き將來の海空軍整備に想到する時台灣に課せらる可き「イソオクタン」の所要年產量は其の最少限度を押ふるも10萬噸即ち所要電力として24萬乃至30萬KWを豫想せざる可からず。

  尚この點に關聯して沒卻す可からざるは米國に出現せる新人絹「ナイロン」に關する對抗策として國產新人絹（例へば鐘紡にて研究濟の「カネビャン」の如きもの）の發達助長に關心すべき事項なり。即ち戰時には「イソオクタン」平時には新人絹を生產する理想的の「フレキシビリテ-」ある工場の育成助長は海軍としても將又國策としても是非併せ考慮す可き問題にして「フレキシビリテ-」無き天然絹糸の生產は現狀より大削限を行方針を採り新人絹生產設備は「イソオクタン」生產設備を併せ考る如くして之を「いそおくたん」生產設備として台灣に設置せしむる如く手配する要ありと認む.この見地より前記所要電力は更に倍加して考慮し置くも差支なき次第なり。

（ろ）F要地其の他關係

F要地及航空廠並に各支廠關係自体の必要とする電力は建設工事用として約一萬KW維持用として約三萬KWを見れば充分なる可し（尤も台灣電力の現狀にてはこの程度の電力にても供給の餘力無し）問題はF要地及航空廠關係の機能發揮を充分ならしむる為に必要とする台灣に於ける部外工業力の問題なり。台灣の工業化は數年來提唱され來れどもこは關係者は口頭禪に過ぎず。各種企業家が台灣に進出し得さるはその貧弱高價なる電力に拒否さるを以てなり。

現狀を以て進まばF要地及航空廠關係は其の地盤とす可き部外工業力を內地に求むるの外なき事となり南方作戰基地として大缺陷を有する事となる患大なり海軍として台灣の電力開發問題に關心し真に豐富低廉なる電力の供給ふ助長し台灣に於ける部外工業力の發達を計るを當面の急務とする所以なり差し當りKWH一錢以下約10萬KWの電力提供を計らば台灣の工業化は自然の歸結として成る可きものと認む。

對策

台灣に於ける電力開發の現狀は彼の日月潭一五萬「キロ」と稱して內實六萬八千「キロ」とする實狀に在るの外特記す可きものなく、最近完成せる基隆の三萬五千「キロ」火力發電を以て一時を糊塗するが如き狀態に在り從まて大量の水力開發及適當量の火力增設（高雄を可とせん）は焦眉の急なる事前項に依り明確なるべし。

目下台灣電力の企畫しつつある主要なる水力開發は濁水溪北溪に依る霧社及南溪に依る萬大兩開發計畫に依り併せて日月潭の常時出力增加を計り合計約五萬「キロ」を得んとするものと大甲溪下流に於ける天冷並に豐原開發計畫に依り約十五萬「キロ」を得んとするものとあり而して此處に問題とす可きは此等の開發の方法なり即ち現在の方法は開發に必要とする諸施設を與げて之を電力會社の負擔として實施せしむる關係上電力單價は特殊のめのと雖も一錢二厘を計上する狀況に在り一般用は更に高價にして內地と殆ん同等と認むる外無し又かかる開發方法の弊として電力會社の計畫は勢ひ遠謀を缺き短期の採算を主とする結果「急速なる大開發」を妨害するか如き計畫に墮するを常とす。

右の現狀に即應する對策として速急に實行す可きは台灣に於ける電力開發体制の根本的刷新に在ること明かなるべしれ、又かかる体制を誘致せんには海軍として速急に手配の要ある事同じく明かなるへし凡そ水力開發の行はるるや之が建設に必要とする鐵路、道路等は永く各種產業の開發維持に使用せらるるものにして之が建設費を電力のみに負擔せしむ可き性質のものに非ず又水力開發は例外なしに治水の效果を伴ひ農業、工業其の他に致命的の寄與をなすものにして電力開發費の一部を技術的並に政治的に他に負擔せしむるは至當のことなり。此の見地より台灣に於ける電力開發の具体策を考を慮するに概ね左の如し
（一）大甲溪

 台灣に於ける未開發電力に百數十萬「キロ」中五十萬「キロ」を占むる大物なり之が合理的開發は爾餘の開發の先例として踏襲さるべきものと認むるに付少しく詳記すれば開發具体策左の如し
（A）總督府負擔にて上部合流點（次高溪、「きやん」溪、南湖溪、合歡溪等の合流點）及豐原間に開發鐵道を布設すること（大約二千萬圓）

（B）最下位發電所排水を壓力隧道にて台中州海岸高地に揭げ約一萬五千甲步の水田化を計り兼ねて新高築港地帶（梧棲街）の工業用水を供給することとし治水費として相當額を州又は總督府より支出すること
（C）開發順序は現方針を改め上部より行如くし極力短期に實施する如くすること
（D）各支流の開發も繀右に同し
（E）電力開發及維持に關しては「タイャル」族の使用を策し之が簡便化を計る要あり總督府の理蕃政策は之に工業化の一翼を加る時機到來せるものと認む（霧社事件其の他は「たいやる」有能分子の退屈も有力なる一素因と認めらる）

（二）霧社及萬大發電所

舊体制に依り既に著手せらしたるものなるも前述の趣旨に依り極力電力會社の負擔を經減する如く考究の余地あり。

（埔里より霧社に至る「ケ-ブル」道は既に建設濟なるも建設後使用の途なきものなり）              （括弧為手寫外加非原油印）

（三）其の他

宜蘭濁水溪及大濁水溪殘部大嵙崁溪頭前溪等大甲溪の趣旨に依り開發す可きもの多し
昭和一五、七、一九、

     大甲溪發電計畫に關する料金問題

         發端より會議開催に至るまでの經緯
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                    （企畫部     柚木）

      一大甲溪發電計畫と海軍

中部工業地帶化案の鍵は大甲溪發電計畫と新高港築港計畫の成否にあり即ち次高山麓に端を發し梧棲北方の海に注大甲溪の發電可能量四八二千KWを開發し之に配する二一、一00萬噸の能力を有する新高港の完成は台中市及梧棲附近に一大工業を誘致し得ること疑を容れず
茲に於て府及台灣電力は大甲溪の開發を企畫し各種調查を完了し其の具体化に著手せり但し其の需要者に關しては未何等具体的なるものく發電工事中或は其の完了後に需要者の現はれむことを期待したるに過ぎず。然る處其の資材に付ては物動計畫及生產力擴充計畫によりて制約され物動計畫及生產力擴充計畫に於ては確定的需要者而も重要產業關係の需要に供する非ざれば發電計畫就中大規模なるものに付ては承認せざる方針なり。即ち當初企圖したるが如く發電所建設後工業を誘致するといが如き漠然たる計畫を以てしては其の建設資材を獲得し得ざることとなれり
恰も此の時豫て新竹に於て天然瓦斯より航空燃料の生產に付研究中なりし海軍は其の工業試驗に於て確實なる見透しを得るに至り之が工業化を計畫しつつありたり。此が生產に於ては電力は天然瓦斯と共に原料として莫大に消費せらるるを以て現在の西台灣の發電力量を以てしては到底之を充足する能はず。即ち發電所の建設は海軍の計畫實施の第一要件をなせり。

斯くて供給者は需要者を需要者は供給者を見出したるなり。

   二 料金問題の發端

然るに供給者の提示する供給條件と需要者の要求する需要條件は其の最も重要なる一點に於て一致せず
即ち兩者が相會したる當初（今より二三年前）供給者台灣電力の一理事は私的見解の下に一KW五厘にて供給し得べしと談話したることあり海軍に於ては其の價格を以て事業計畫を立案したりとい。

斯く當初兩者の要求合一したるが如き狀況なりしを以て本年度物動及生擴計畫に關する中央との接衝に際し、本發電計畫の實現貫徹を期する為海軍に於ても其の事業計畫と本發電計畫の關係に付企畫院に對し充分說明し置かれ度旨本府より申入れ海軍に於ても之を諒とし企畫院をして諒解せしむる所ありたり。

右の如くして大甲溪發電計畫は一旦企畫院に於ても承認せられたるものなりし處本年二月突如として海軍より右計畫放棄の申出でありたり。

即ち右の事情を聽くに電力料金に關し台灣電力の要求する處は不當に高價（1KW1.17錢）にして此を以てしては本計畫の企業化は到底不可能なりといにあり.本府に於ては今に至つて本計畫の挫折することあらんか國防力充實の阻害せらるると共に本府としては中部工業化計畫の發展に重大影響を來す虞れあるを以て直ちに事情の真相を衝き且兩者の妥結を計らんことを期したり
三 料金問題の真相

海軍が不當なる高價となす理由に付聽きたる所は（一）曩に台灣電力當事者に於て海軍の希望價格（五厘）を容認せるものあること（二）現に台灣電力が日本あるみ高雄工場に供給しある電力の料金は（六厘）海軍の希望に近きものなること（三）內地に於ける電力料金も略略海軍の希望に近きこと等を舉げたり
右の內第一に付ては前記せる如く台電一幹部が海軍側に言明せる事實あるもそは彼一個人の私的見解にして然も建設費諸掛等を積算したるものに非ず例へ右の基礎を考慮したりとするも其の言明の當時と今日との建設資材の價格に於て莫大の差違あるを以て會社としては之を言質とせらるるは大いに不滿なる模樣なり。

第二の日本あるみの電力料金に付ては海軍に於て根本的誤解あるものの如し。即ち同社工場操業の始めに於ては六厘にて供給したるも同社との契約は所謂すらいでいんしすてむにして同社の利益率に追隨し上下するものにして現在已二錢なり。

第三の內地に於ける電力料金に付ては資料に依つて調查するに必ずしも海軍の思惟しおるが如く低廉なるものにあらずして定時電力に於ては一錢以上のもの多數を占むる狀況なり。右の如く海軍が台灣電力の正式交涉に於ける申出料金を不當に高價なりとするは不審の點少からざるも若右申入れしたる料金を以て海軍の計畫の企業化が全然不可能なりとせば本府に於ても考慮を要する問題なり。而して本問題の解決も亦電力料金幾何ならば企業化が可能なりや亦台灣電力が其の料金を以て供給し得るや否やに存す。海軍も飽くまで五厘を主張するものに非ずして台灣電力が企業化し得る料金にて供給するや本府より助力され度旨の申入れありたり。

四 解決への發展

本府企畫部長と海軍省軍需局第二課長との間に右の如き經緯ありし時恰も總督上京されたるを以て.企畫部長より總督に對し本問題に關し何分の助力を依賴したり。依つて總督は海軍大臣、軍需局長其の他海軍省首腦部を招じ本問題に關する海軍の真意を質されたり。先海軍の計畫する事業の必要性に付疑問ありたるを以て之を尋ねたるに其の必要なる旨の回答あり。果して然らば總督府としても其の實現に協力するの要あるを以て若し該工場が海軍の計畫する製品のみを製造する專問（門）工場にして電力料金の高價なるを原因として企業化し得ざるが如き事情あらば充分なる援助を為すべしと約されたり。但し右の如き專問（門）工場に非ずして企業主体が全く自己の責任に於て生產するもの多き場合は一企業主体の利益の為に府或は台灣電力をして犧牲を支拂はしむることは不可能なることを保留されたり。

斯く總督に依りて問題解決の方向を確定されたるを以を企畫部長は海軍省軍需局長及第二課長に對し（一）海軍の計畫の內容及其の妥當とする料金に關する資料を提示されたきこと（二）大甲溪發電地點の現地に付調查の上適正なる料金を考究せられたきことの二項を求め諒解を得たり。

以上の經緯を經て今茲に電力料金に關する府.海軍.台電の三者相議することとなれり。即ち第二課長は海軍の計畫及料金に對する要求を提示し.台灣電力は料金算定に關する資料を提出し本府之が中間に在りて適正なる料金を審議決定の勞を執らんとす。
電力料金に關する會議第一回幹事會議要旨

要    領

一、日時   昭和十五年七月十九日午後二時

一、場所   府企畫部長室

一、出席者

    幹事    西村企畫部長  佐佐木電氣課長

            高橋主計課長   山口商工課長代理

            下村台電企畫課長

    關係官  佐野事務官  木下技師  片山技師

            加藤技師    池田技師

    書記    多賀書記    柚木屬

一、目的

       渡邊第二課長の來台を目處（）に控府としての
       態度を決定せんとす
一、議事

     1.海軍に對する質問事項

     2.電氣原價の檢討

     3.台電に與ふる援助の審議

          議   事   要   旨

              1. 西村企畫部長より問題の經緯を報告

              2. 佐佐木電氣課長より別冊資料に關し
                  說明要旨

「大甲溪出力曲線」  大甲溪發電計畫中目下問題となりおるも
參照                のは天冷109800 KW豐原第一51670KW第二46340

                    KW合計207810KWなり。

              右發電設備に依る最大出力（1月－5月平 

                均）149500KW渴水年に於ける最低出力約三

              萬KWにして海軍の必要とする定時電力は
              63350KWなり。即ち大甲溪の水の不足は日月

              譚（潭）により調整し以て海軍の需要を充

              足せしめんとす。

「發電所渡電氣料金」右發電工事に要する經費98527千圓一KW當

參照            508圓なり。此の建設費より一KWH當單價

              を算出するに當り最も重要なる要素をな
              すものは其の資金調達の方法なり。即ち
              株式は七分配當にして社債は四分五厘の
              利子なるを以て株式に依ると社債に依る
              とは金利のみにても莫大の差を生ずべし
                      。加るに社債に免除され株式に賦課せら
              るる法人稅所得稅等を考慮せば其の差は
              更に擴大す。而して電氣事業法に於て電

              氣事業に付ては商法の規定に不拘株式拂

              こ額の二倍までの社債を募集し得ること
              を規定しあるを以て台電從來の例に於て
              は發電工事の經費は株式1社債1.5の比

              を以て調達しおれり。大甲溪に關し此の
              方式を以て調達せば0.91錢となり（但し
              右單價は全然裸值段にして台電としては
              若干の餘裕を見こむを要するものなり。

              以下同じ）電力料金を最も低廉ならしむ
              る為に工事費全額を社債に依り賄とせ
              ば0.66錢となる。（も低廉ならしむ曾改寫）
資金計畫            然して台電の十八年迄の事業計畫及社債

參照                償還所要資金總計195538千圓にして之が調

              達は社債、拂こ增徵、增資、社內保留等

              に依りて可能なりとす。依つて大甲溪工

              事資金を全部社債に依ることは擔保力よ
              り見ても不可能にあらず。若海軍が最低

              の料金を要求するときは右の方法に依る
              原價切下げを行ことと致し度し。

              3.電氣課長より右の如き腹案提示ありた
                るに對し主として主計課長より次の如

                き意見あり。

                  大甲溪工事資金を全額社債に依るときは海

                     軍に供給する電力は低廉となるべきも台電

                     の社債募集余力は其し丈け縮少され爾餘の
                     發電工事資金は金利高き株式に依存するこ
                     となり、從つて電力料金を高きに導くべ
                     く、斯くては低廉なる電力による工事誘致

                     は大なる障害に當面するにあらざるや。

                     若し斯る事態を惹起せば大甲溪乃至全島の
                     電力開發にも面白からざる影響を與べき
                     を以て最後案として之が提案は差控へては
                     如何。

                     更に擔保に付にも國の保證を要する事情あ
                     り此點にも疑問あり。

    決定事項        4.右の外種種論議したる結果海軍側には
（一）海軍に提示すべき     株式1對社債1.5の案及株式1對社債

電力料金案修整       　  2の案のみを提示し諸稅免稅案に付て
                も法律に依る規定を要するを以て之を
                削除することとなれり。

              5.大甲溪總工事費用に付ても再檢討する
                 こと
              6.質問事項案中（三）を削除し「確實なる
                最低電力使用量」を加ること。

              7.會議の進行方法次の如く決定す。

                   本府の意見を確立する為め一應海

                   軍の計畫大要を聽取したる上更に
                   必要なる資料を整備審議するの必

                   要あるを以て第二課長には著台直

                   後（22日）海軍の說明を聽き後電力施

                   設其の他島內の施設を視察したる
                   後本會議を開催す。
  電力料金調查に關する會議報告書

                                             （本部分原為打字）      

            目    次

    一、會議要領

    二、幹事會議概要

    三、會議概要

       一、會議要領

      （昭和十五年七月六日長官決裁）

「本會議開設の經緯」

大甲溪、天冷、豐原第一、第二發電計畫は總督府に於ける電力投資計畫と密接なる關係あり其の速急なる開發を期待し居りたる處別に海軍側に高級液体燃料製造（天然瓦斯原料）に當り豐富低廉なる電力の需要あり。本府即ち物動物資割當に關し海軍省の協力を要望し海軍省之を容したり
然る處問題の進步に伴ひ現實の電力料金の問題に及台電側の申入は海軍の容るる處とならず（最初の海軍の豫定は五厘、會計側の申入は一錢三厘程度）由て海軍側（軍需局）の意向は或は本事業の具體化停止を考慮し總督府には正式の申入として事業の中止的休止の向を示すこと再度に及べり
小官本事業の重要性に鑑み事業の具体化の必至を念じ海軍省台電側の意向を疏通せしめ總督府の誠意を表せん為本會議を提案す
                               西 村 事 務 官  

一、目的  新竹州竹東街に計畫中の海軍關係施設所要電力の適正なる料金を共同調查す
一、日時  未定（昭和十五年七月二十日頃の豫定）

一、場所  台灣總督府貴賓室

一、出席者  （一）議長    台灣總督府總務長官

            （二）議員

              （い）台灣總督府   交通局總長

                              殖產 局 長

                              財務 局 長

                              交通局遞信部長

              （ろ）海  軍       台北駐在海軍武官

                              海軍省軍需局第二課長

              （は）台灣電力株式會社    社  長

             （三）幹  事

              （い）台灣總督府   總督官房企畫部長

                              交通局遞信部電氣課長 

                              財務局主計課長

                              殖產局商工課長

              （ろ）海  軍       台北駐在海軍武官輔佐官

              （は）台灣電力株式會社    企畫課長

             （四）書  記

                 台灣總督府官房廳企畫部職員二名

                 台灣總督府交通局遞信部職員二名

     二、幹事會議概要

一、第一回幹事會（七月十九日）
海軍省軍需局第二課長渡邊大佐七月二十一日著台することなりたるを以て（一）會議の進行方法（二）海軍の事業計畫に調する質問事項（三）電氣原價の檢討（四）台灣電力に與べき援助の方法等を議題とし本府及會計側協議す其の結果會議の進行方法として先渡邊第二課長より「質問事項」を中心てする海軍の事業計畫に調する說明を幹事限りに於て聽取し其の結果に基き必要なる資料を整備し本會議を開催することとひり
二、第二回幹事會（七月二十二日）
第一回幹事會に於て決定ひる質問事項（資料（一）參照）に調する渡邊第二課長の說明（資料（二）參照）を聽取す
三、渡邊議員島內視察（七月二十二日乃至同二十六日）
第二回幹事會の後渡邊議員島內液体燃料及水力發電事業現地視察為南下す
四、第三回及第四回幹事會議（七月二十四日及同二十六日）

會議に提出すべき資料の整備及會議の進行方法に關し協議す
          資   料  （一）
                    質  問  事  項

一、燃料會社設立の時期

二、同社の資本構成豫定（台灣側資本の數量）

三、工場豫定位置（新竹か新高港か）

四、原料より製品に至る一貫試驗工場（資金は各社の寄附によるものとす）の必要性無きや
五、最低使用電力量

六、燃料會社は原料として天然瓦斯のみを利用するものなりや又はか－ばいとをも利用するものなりや（不定時電力の利用の有無）

七、同社は高級液体燃料事業なりや他種あせちれん事業も經營るものなりや
八、液体燃料買上價格決定方法（燃料會社の採算如何）

     （1）燃料製造專業の場合

     （2）他種事業併業の場合

九、燃料會社經營の監督權の歸屬

資     料  （二）

「  質  問  事  項  」に對する回答要旨

一、海軍としては航空機の顯著なる發達に對應する為め可及的

速かに設立したき希望を有するも多大の資材を要する工場なれば差當り一萬KW能力の工場を昭和十七年末迄に完成せしめ以後漸次擴大せしむる計畫なり
二、あせちれん工業に確實なる技術を有する鐘淵實業株式會社が新設さるべき燃料會社の主體を為すべく台灣電力、日本礦業及日本石油は夫夫原料供給者として均分の權利を取得せしむることとなるべし但し資本金額は未定なり
三、本事業の立地條件として
（い）送電容易なること
（ろ）優良豐富なる工業用水の得らるること
（は）製品の搬出に便なること
等を考慮し新高港附近を以て適地なりと思料す
四、天然瓦斯より水素及あせちれんを分離する過程に於て猶實驗研究の餘地あるも其の後の工程に於ては實驗の必要無し
五、いそおくたんの生產に所要する電力は技術の程度に依りて大差あるも我國に於てはカ－バイドを原料とする場合製品一萬KWに對し約三萬五千キロワットを消費し天然瓦斯を原料とする場合は約三萬キロワットを要する見こなり。從つて台灣に於ける生產設備を三萬KW能力に擴充する場合に於ては約九萬キロワット及び之に副生する水素の處理に一萬キロワットを消費するものとして十萬キロワットを最低使用量とす
六、不定時電力の利用に依り電力料金の低廉を期する為めカ－バイドをも原料として併用す
七、海軍としては產業を希望するも平戰時の轉換、化學工業經營の多角性等を考慮せば兼業を經營せしむるの要あるべし
但し海軍としては此の專業の國內發展を企圖しつつあるも未能力充分ならざる為め五年乃至十年間は專業せしむる意嚮なり、尤もあせちれん製造過程に於て生ずる副生物の利用は副業として認む
八、燃料の買上價格は嚴密なる原價計算に基き之に若干の利潤を加算し決定す
九、いそおくたんを生產する間は海軍の管理工場とす
             三、  會  議  概  要

日  時  昭和十五年七月二十七日午前十時

場  所  台灣總督府正廳

出席者  

        議長     泊交通局總長（長官代理）

        議員     泊交通局總長

                  松岡殖產局長

                  佐佐波遞信部長

                  酒井海軍武官

                  渡邊軍需局第二課長
                  田端台灣電力副社長（林社長代理）

        幹事      西村企畫部長

                  佐佐木遞信部電氣課長

                  高橋財務局主計課長

                  山口殖產局商工課長代理

                  市吉海軍武官輔佐官

                  下村台灣電力企畫課長

        關係官    佐野企畫部事務官

                  木下企畫部技師

                  片山企畫部技師

                  加藤殖產局技師

        書記      柚木企畫部屬

                  池田遞信部技師

                  多賀遞信部書記

         「備考」

             森岡總務長關支障缺席に付泊交通局總長議長を代裡す
             中じま財務局長病氣缺席す（じま山鳥也）
議事概要

開會

   議長開會を宣す
經過報告

   西村幹事經過報告をなす、要旨次の如し
   台灣總督府は台灣の工業化を積極的に促進する方針の下に之が前提として電力の開發を企圖し西部に於ては先大甲溪を開發することとし台灣電力株式會社をして其の任に當らしむることとなれり、之が電力の需要者は海軍の指導する高級燃料製造事業にして其の健全なる發展は國家的に極めて緊要なりと思料せらる。依つて其の企業條件の根本的要素の一をなす電力料金の決定に付特に慎重を期するが為め台灣總督府、海軍及台灣電力の三當事者の協議を必要とし茲に會議を開催することとなれり
而して本會議開催に至る迄本府側に於ては數次の幹事會を開き低廉なる電力の供給方法に付研究し又渡邊第二課長は本事業に關し實地調查をなすところありたり
大甲溪電力開發に關する說明

佐佐木幹事より大甲溪發電計畫に關し具體的說明をなす（要旨略）

質疑應答

  松岡議員

    いそおくたん製造事業の永續的確實性如何

  渡邊議員

    海軍航空作戰の特殊性に依りいそおくたんは絕對的に必要なり且國際情勢特に對米關係を考慮せば一日も速く國內自給を確保するの要あるを以て本事業の企業化は海軍として確定方針なり尚本事業に附帶し平戰時の轉換、化學工業經營の多角性等を考慮せば合成纖維工業を兼業せしむるの必要ありと思料せらるるも當面少くとも十年間はいそおくたん專業を以て進行せしむる方針なり
  （海軍の希望）

    渡邊議員より此の發言を機として海軍の希望を述ぶ、海軍より總督府及台灣電力に對し二箇の希望あり、一は大甲溪電力開發に依りて齋さるることあるべき治水及水利上の利益の代償として其の工事費の一部を總督府に於て負擔されたきことなり例へば東北北上川の發電工事に於ては內務省農林省及地元縣に於て堰堤築造費の大部分を負擔し極めて低廉なる電力を供給し得る豫定なり、總督府に於ても本例に倣ひ電力料金の低簾化に協力願度し
    第二は大甲溪の開發方法として上流達見の堰堤より著手し順次下流に及び方法を採用せられむことを希望す即ち下流天冷豐原より著手するときは水路長きに失し莫大なる資金と資材を要するに拘らず定時電力としては多くを期待する能はず之に反し上流の堰堤より著手するときは當初の建設費は大なるべきも將來に於て低簾豐富なる定時電力を得らるべきを以て海軍としては一時の高率料金を忍び將來の低廉を期待し度心組なり
    而して此の方法に依る場合は建設用資材の運搬設備として營林所山林鐵道を利用することとし之が改良費を總督府に於て負擔することとせば建設費の節減を計り得べし
  西村幹事

    治水及水利上の利益に對する府の負擔に付ては研究の上考慮すすべし
  佐佐木幹事

    海軍の提唱する第二の方法に付意見を述べんに上流達見の堰堤に付ては未が調查も充分なりと謂ふを得ず山林鐵道を利用するとするも準備に多大の年月を要し完成には早くも六け年を要する見こにして且堰堤發電のみにては出力小（六萬八千KW）なるを以て竣工時期に於て亦數量に於て海軍の希望に副ひ得ざる結果となるべし
    下流天冷豐原より著手する場合に於ても日月潭貯水池による補給により多量の定時電力を供給し得て不安無し、將來に於て豐富低廉なる定時電力の得らるることに就いては下流より上流堰堤に及場合も何等差異あることなし從つて總督府としても海軍の將來の需要增加決定次第速かに上流堰堤を建設する意嚮を有するものなれば其の際は資材獲得に付海軍の協力を得たし
  渡邊議員

    少くとも達見堰堤は直に調查に著手することとし研究を進められ度資材に對しては協力すべし
  田端議員

    天然瓦斯噴出の不同性と電力の不定時性とを結ビ付け之を企業的に計算的に成立ち得る樣考慮せられざるや
  渡邊議員

    海軍の計畫に於ては天然瓦斯は定時電力に依りて處理し不定時電力利用の為めカ－バイトをも原料とすることとせり但しカ－バイトを原料とすることに付ては貯藏能力に限度あり從つて不定時電力の使用に付ても限界あり
  佐佐木幹事

    いそおくたんの生產原價に對する電力費の概算を承りたし
  渡邊議員

    內地に於てはカ－バイト使用の場合は一キロワットあふ－七厘として製品一KW當り650圓の買上價格を目標とせり台灣は地下水溫度高き為五厘として內地と同樣となる計算なり天然瓦斯を原料とする場合はカ－バイトを原料とする場合の約二分の一の電力量にて足る計算となる
  佐佐木幹事

    然らば天然瓦斯を原料とする場合は一錢四厘、カ－バイトを原料とする場合は七厘にてよろしと承知して宜しきや
  渡邊議員

    理論的には其の見當となるも右は即席の計算なる故後日計算書を送付すべし
  西村幹事

    總督府としては海軍の事業計畫に對し能ふ限りの協力を惜まず台灣電力も亦充分の誠意を示す用意ありと思料す料率の具体的取極めは燃料會社の實際の採算をも考慮して後日更めて協議することと致度し
  渡邊議員

    其の考へ方にて今後進行致したし
  泊議長代裡

    渡邊議員の說明により海軍の計畫を充分に理解し得たるを幸甚に存す
協定事項

以上を以て質疑を終了したるを以て議長右の發言に續き協定事項を發表す
一、台灣總督府は高級燃料製造事業の重要性に鑑み台灣電力株式會社の大甲溪發電事業に對し內地に計畫中の關聯事業をも比較研究の上內地に於けると同程度に能ふ限りの協力を為すこと
二、海軍は電力料金を低廉ならしむるには天冷豐原第一第二の發電工事を以てしては充分ならず達見堰堤の竣工に依りて實を舉げ得るに鑑み之が資材獲得に關し總督府に協力すること
三、台灣電力株式會社は高級燃料製造事業の國家的重要性に鑑み能限り低廉なる電力を供給する為め工事費其の他の經費に付極力節減を計ること
尚今後三者の間に一層密接なる聯絡を要すべく台灣總督府に於ては企畫部長を其の任に充し
閉會

議長閉會を宣し散會す
會議終了      正午

協定事項附帶事項

本會議に於ける協定事項に關聯し幹事會限りに於て諒解成立したる事項次の如し
一、台灣總督府の協力は燃料會社がいそおくたん一貫生產に專業する場合に限るものとし合成纖維事業等を混淆兼業する場合は此の限りに非るものとす
二、電力料金の協議に當りては定時及不定時を併せ一キロワットあわ－一錢一厘を標準とすること　　
                                          以  上
